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国間）の FTA 締結でも遅れている。香港は 2003 年に中国本土との経済貿
易関係緊密化取決（Closer Economic Partnership Arrangement: CEPA）（以下，
中港 CEPA）を締結しただけである。台湾は陳水扁政権（2000 ～ 2008 年）
の時代に，国交がある中南米の数カ国と FTA を締結したが，日本や中国，
ASEAN，アメリカなど域内外の主要国との FTA 締結は実現しなかった。
台湾と香港は 1980 年代および 1990 年代に，シンガポール，韓国と合わ
せて NICs あるいは NIEs（新興工業国・地域）として注目された。今日でも，

















（GATT）のメンバーであり，1995 年には WTO の創設メンバーとなった。
台湾も中国（2001 年 12 月加盟）より僅かに遅れ，2002 年 1 月に WTO に
加盟した。そして，東アジア地域枠組の形成において重要な要素である
FTA は，この WTO において規定された条件にもとづいて締結すべきも
のである。つまり，台湾と香港が ASEAN+3 による FTA に参加するには，
その政府自身が協定に調印する必要がある。香港は中国の一部であるもの
? 1　東アジア主要国・地域の名目 GDP（2009 年）
（出所）『アジア動向年報 2010 年』および香港政府統計処，
金融管理局ウェブサイト。








8 マレーシア 191,351 
9 シンガポール 177,072
10 フィリピン 160,981























善に取り組み，FTA に相当する経済協力枠組協議（Economic Cooperation 
Framework Agreement: ECFA）を 2010 年 6 月に調印し，同年 9 月に発効さ
せた（ただし，内容の実施は 2011 年 1 月）。また，香港も 2002 年以来中













































第 2 に台湾と香港の FTA 政策と，その東アジア地域枠組への対応である。
対外政策は，中国や第三国との関係のなかで形成されると同時に，内政か
らも大きく影響を受けるものである。台湾については，2000 年と 2008 年
の政権交代が起こり，FTA に関連する政策は政権ごとに異なっている（第
2 章，第 3 章参照）。また，香港についても CEPA では，財界などの圧力
団体の意向や董建華行政長官の再選（2003 年）との関連が指摘できる（第






























第 2 章と第 3 章では台湾の FTA 政策および地域主義への対応について，
それぞれ陳水扁政権と馬英九政権の時代を扱っている。議論を 2 章にまた
がって行うのは，両政権における FTA 推進のアプローチが異なるためで
ある。基本的な FTA 推進のアプローチには 2 つある。1 つは「中国優先
アプローチ」である。これには台湾が中国と FTA を締結すれば，第三国
は台湾の地位問題を気にせず，台湾との FTA を締結しやすくなるとの目




















疑念や，ECFA 締結後も中国が台湾と第三国との FTA に反対する可能性を
指摘している。馬英九政権の FTA 政策に対する評価は，今後，台湾と第
三国の FTA が締結し得るかどうかにかかっている。
第 4 章では香港の FTA 政策および地域主義への関心について分析した。





























































































































































ることを容認した。FTA についても，中国は台湾と ECFA を締結した。
ECFA は FTA の名称を避けたが，WTO ルール上は FTA である。そのため，
WTO での審査を受ける必要があり，そこでは中国と台湾の官僚が同席す
ることになる。これは中国が従来避けてきた事態である。また中国は「1
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